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長
力
の
強
化
は
、
第
４
次
安

倍
改
造
内
閣
が
引
き
続
き
掲

げ
る
課
題
だ
。
日
本
銀
行
の

推
計
に
よ
る
と
、
潜
在
成
長
率
（
中
期

的
に
持
続
可
能
な
経
済
成
長
率
）
は
、

２
０
１
８
年
４
〜
６
月
で
前
年
同
期
比

０
・
８
％
だ
っ
た
。
第
２
次
安
倍
内
閣

が
発
足
し
た
12
年
度
下
半
期
と
ほ
ぼ
同

じ
水
準
だ
。

　
た
だ
し
、
そ
の
中
身
は
変
わ
っ
て
き

て
い
る
。
潜
在
成
長
率
の
内
訳
を
見
る

と
、
資
本
・
労
働
・
Ｔ
Ｆ
Ｐ
（
全
要
素

生
産
性
）
の
う
ち
、
資
本
と
労
働
の
寄

与
が
高
ま
っ
た
一
方
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
は
12
年

度
下
半
期
の
０
・
９
％
（
前
年
同
期
比
、

推
計
値
）
か
ら
趨
勢
的
に
低
下
し
、
18

年
４
〜
６
月
で
は
０
・
２
％
（
同
）
に

な
っ
た
。

　
Ｔ
Ｆ
Ｐ
と
は
、
新
し
い
技
術
や
ビ
ジ

ネ
ス
モ
デ
ル
の
導
入
、
業
務
効
率
や
働

き
方
の
改
善
な
ど
広
義
の
技
術
進
歩
を

表
す
も
の
だ
。
つ
ま
り
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
成
長

率
の
低
下
は
、
日
本
企
業
が
経
済
社
会

の
変
化
に
対
応
で
き
て
い
な
い
こ
と
や
、

制
度
・
規
制
改
革
の
遅
れ
を
反
映
し
て

い
る
と
み
ら
れ
る
。

　
他
方
、
資
本
と
労
働
が
伸
び
て
い
る

と
し
て
も
、
企
業
が
そ
れ
を
生
か
し
切

っ
て
い
る
の
か
、
注
意
す
る
必
要
が
あ

る
。
例
え
ば
、
足
元
の
就
業
者
数
は
人

口
減
少
下
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
過
去
最

高
水
準
を
更
新
し
た
。
そ
の
背
景
に
は
、

女
性
や
高
齢
者
な
ど
の
労
働
参
加
が
進

ん
だ
こ
と
が
あ
る
。

　
特
に
、
60
代
前
半
の
就
業
率
は
12
年

に
比
べ
て
約
10
％
㌽
上
昇
し
た
。「
高
年

齢
者
雇
用
安
定
法
」
が
改
正
さ
れ
、
企

業
が
定
年
時
に
継
続
雇
用
を
希
望
す
る

全
て
の
社
員
を
65
歳
ま
で
雇
う
こ
と
を

義
務
付
け
ら
れ
た
影
響
が
大
き
い
。

　
も
っ
と
も
、
高
齢
・
障
害
・
求
職
者

雇
用
支
援
機
構
が
60
代
前
半
の
活
用
に

関
し
て
13
年
10
月
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
に
よ
る
と
、
企
業
の
66
％
が
本

人
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持
・
向
上

を
、
46
％
が
仕
事
の
確
保
を
課
題
だ
と

い
う
。
大
企
業
ほ
ど
そ
の
割
合
が
高
い
。

現
在
で
も
多
く
の
企
業
は
、
継
続
雇
用

さ
れ
た
高
年
齢
者
を
十
分
に
活
用
で
き

て
い
な
い
と
い
わ
れ
る
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
で
は
、
企
業
が
雇

用
を
増
や
し
て
も
収
益
は
拡
大
し
に
く

く
、
マ
ク
ロ
で
見
れ
ば
Ｔ
Ｆ
Ｐ
の
伸
び

悩
み
と
し
て
表
れ
る
。

　
成
長
力
の
強
化
は
、
機
械
設
備
や
雇

用
な
ど
の
「
量
」
だ
け
で
は
な
く
、
そ

れ
ら
を
ど
う
生
か
す
か
と
い
う
「
質
」

の
観
点
か
ら
の
議
論
も
必
要
だ
。
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2018年4～6月におけるTFP成長率
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